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－学院聖句－ 

わたしはぶどうの木、あなたがたはその枝である。人がわたしにつながっており、わたしもその人につながっていれ

ば、その人は豊かに実を結ぶ。わたしを離れては、あなたがたは何もできないからである。 

（ヨハネによる福音書 15 章 5 節） 

－2018 年度 年間聖句－ 

信仰とは、望んでいる事柄を確信し、見えない事実を

確認することです。 

（ヘブライ人への手紙 １１章１節） 
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201８年度事業報告にあたって 

 

福岡女学院は 1885（明治 18）年に創立者ジェニーＭ．ギール女史によって福岡に女子教育を開拓するために

創立されました。2018 年度に学院は創立 133 周年を迎えましたが、その間には福岡大空襲による校舎焼失など幾

多の困難を受けながらも、その時代、時代における教職員や生徒・学生並びに関係者の皆様のお支えにより、感謝と

喜びのうちに今日に至ることができております。 

2018 年度の目標は『地域貢献を大切にする学院』とし、その目標のもとに、学院の各学校は地域への貢献と信頼

を得る学校を目指し連携強化を行ってまいりました。 

大学はこれまで岡垣町や朝倉市、小郡市と協定を結び地域の活性化の一助となるよう活動をしています。看護大学

は、古賀市と協定を結び、地域住民の方への健康相談・自立支援施設・ホームレス支援 NPO などへのボランティア活

動を行っています。中高は、部活動の生徒を中心に学校周辺の道路や地域の公園などの清掃活動を行っています。

幼稚園は、地域の子ども達の育ちやその保護者を支えるために、園庭開放や、地域交流サロンなど様々は子育てに関

わる交流の場を提供だけでなく、孤立しがちな保護者を支える支援も行っています。 

これらの活動を通して、学生・生徒・園児が成長へつながり、地域や社会へ貢献できる「人財」の育成も学校の使命

と考えます。 

2018 年度は第 1 期中期計画(2016 年～2021 年)の第 1 ステージ(2016 年～2018 年)の最終年として、中

期計画総括(自己点検評価)を各学校は行い、第 2 ステージ(2019 年～2021 年)へつなげていきます。各学校の

事業報告は本報告書に記載のとおりです。 

学院は法例を遵守し、適正に業務が執行される体制を目指し、適正に監事機能や内部監査機能の強化・整備を

図りました。具体的には、「学校法人福岡女学院監事監査規程」を制定し、2018 年度監事監査計画書を策定しま

した。監査室を中心に監事・会計監査人との連携・協力の下で学院の新たな監査体制を構築しました。 

建学の理念である「イエス・キリストにつながれて、隣人を愛し、豊かに実を結ぶ人であれ」に基づき、学院の更なる

発展と社会・地域への貢献を心に留めながら、学院や各学校の将来構想の実現に邁進してまいります。 

最後になりましたが、2018 年度も学生・生徒の活躍は目覚ましいことは、大変喜ばしいことでした。また、各事業を

滞りなく終えることができましたのは、教職員を始め、保護者・同窓生、女学院関係者の皆様のお力添えによるもので

す。心より感謝申し上げます。今後とも、福岡女学院の活動にご理解をいただきますとともに、ご協力並びにご支援をく

ださいますよう心からお願い申し上げます。 

2019年 5月 

理事長 十時 忠秀 

院  長 寺園 喜基 
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Ⅰ．法人の概要 

１. 学校法人の概要 

法人名 学校法人 福岡女学院 理事長名 十時 忠秀 

所在地 
〒811-1313 

福岡県福岡市南区曰佐3丁目42-1 
電話番号 092（581）1492 

設立年月日 明治18（1885）年6月15日 資産の総額 
20,387,363,936円 

(2019年3月末現在) 

目的 
本法人はキリスト教主義によって教育基本法および学校教育法に従い学校教育を行うことを目的と

する。 

２.  教育方針と特色 

 本学院は、1885年（明治18年）に創立され、それまで顧みられなかった女子教育を開拓し、キリスト教を基盤とする人

格陶冶を重んじ、教育基本法及び学校教育法にのっとって、変動する社会にも常に貢献出来るよう新しい教育分野を拓き

続けながら133年を迎えた。 

 今日学院は幼稚園、中学校、高等学校（普通科・音楽科）、短期大学部（英語科）、大学（人文学部−現代文

化学科・言語芸術学科・メディア・コミュニケーション学科、人間関係学部−心理学科・子ども発達学科、国際キャリア学部

−国際英語学科・国際キャリア学科、大学院−人文科学研究科）及び看護大学（看護学部−看護学科）をもっており、

これまでに多くの個性豊かで、国際的感覚をもち、神を畏れ人に奉仕する有能な卒業生を、日本各地及び国外にも輩出し

社会に貢献してきた。 

 学院の各学校の教育目的について、学則には次のように記されている。 

■福岡女学院がめざす人間像 

 イエス・キリストにつながれて、愛をもって神を畏れ隣人と共に生き、豊かに実を結ぶ人間。 

■福岡女学院大学大学院 

 本大学院は、キリスト教に基づく福岡女学院創立の精神に則り、総合的かつ精深・高度な学術研究を行なうとともに、専

門的知識と研究能力を備え、国際社会に対応できる女性を育成するための教育を行うことを目的とする。 

■福岡女学院大学 

 本学はキリスト教に基づく福岡女学院創立の精神に則り、神を畏れ奉仕に生きるよき社会人としての女性を育成するため

に、教育基本法および学校教育法に従って、深く専門の学芸に関する教育・研究を行うことを目的とする。 
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■福岡女学院大学短期大学部 

 本学は、イエス・キリストに基づく福岡女学院創立の精神にのっとり、神を畏れ、奉仕に生きるよき社会人を育成するために、

教育基本法および学校教育法に従って女子の専門教育を行ない、高い教養と実際的な専門知識を授けることを目的とす

る。 

■福岡女学院看護大学 

 本学はキリスト教に基づく福岡女学院創立の精神に則り、看護・保健医療分野の専門知識と技術を教授・研究し、あわ

せて豊かな教養と人間性を兼ね備えて、地域医療への寄与、人々の活力向上に貢献する看護・保健医療専門職の女性

を育成することを目的とする。 

■福岡女学院高等学校 

 本校はキリスト教主義によって、教育基本法および学校教育法に基づき、女子に高等普通教育および専門教育を施すこ

とを目的とする。 

■福岡女学院中学校 

 本校はキリスト教主義によって、教育基本法および学校教育法に基づき、女子に中等普通教育を施すことを目的とする。 

■福岡女学院幼稚園 

 この幼稚園はキリスト教主義によって、学校教育法第22条及び第23条に基づいて義務教育及びその後の教育の基礎を

培うものとして幼児を保育し、適当な環境を与えて、その心身の発達を助長することを目的とする。 
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３.  2018年度 学院組織図 
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４.  役員の状況 

理事 定員13名から16名 現員16名、監事 定員2名 現員 2名 

（2019年3月31日現在） 

区   分 氏   名 常勤・非常勤の別 摘    要 

理事長 十時 忠秀 常 勤 
2015年4月理事就任（本学院看護大学長） 

2015年6月理事長 

常任理事 寺園 喜基 常 勤 
2012年6月理事就任 

2015年4月学院院長就任 

常任理事 阿久戸 光晴 常 勤 2018年4月理事就任（本学院大学・短期大学部学長） 

常任理事 片野 光男 常 勤 2015年8月理事就任（本学院看護大学学長） 

常任理事 藤   義幸 常 勤 2017年4月理事就任（本学院中学校・高等学校校長） 

理事 谷村 寛子 常 勤 2017年4月理事就任（本学院幼稚園園長） 

常任理事 髙木 幸二 常 勤 2019年1月20日理事就任（本学院事務局長） 

常任理事 吉田 茂生 常 勤 2015年6月理事就任 

理事 礒山 誠二 非常勤 2016年6月理事就任 

理事 栗山 昌子 非常勤 2010年6月理事就任 

理事 増田 榮 非常勤 2010年6月理事就任 

理事 伊藤 和子 非常勤 2011年6月理事就任 

理事 阿部 高子 非常勤 2017年6月理事就任 

理事 白日 高歩 非常勤 2016年6月理事就任 

理事 田川 大介 非常勤 2018年6月理事就任 

理事 Paul  Shew土戸 非常勤 2017年6月理事就任 

監事 上野 雅生 非常勤 2015年4月監事就任 

監事 山本 修二 非常勤 2017年6月監事就任 

前会計年度の決算承認に係る理事会開催日後の退任役員 

区   分 氏   名 常勤・非常勤の別 摘    要 

理事 髙島 一路 常 勤 
2015年4月理事就任（本学院大学・短期大学部学長） 

2018年3月退任 

理事 園田 理 非常勤 

2013年6月監事就任(～2015年3月) 

2015年4月理事就任 

2018年5月理事退任 

常任理事 西原 邦彦 常 勤 
2016年1月20日理事就任(事務局長) 

2019年1月19日退任 
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５.  評議員の状況 

定員：34名 現員：37名(2018年度寄附行為変更に伴う経過措置適用) 
 

（2019年3月31日現在） 

氏   名 選任区分等 氏   名 選任区分等 

髙木 幸二 事務局長 角 静香 卒業生 

大島 一利 本学院大学宗教主事 鶴  英子 卒業生 

徐  亦猛 本学院大学宗教主事 飛田 惠子 卒業生 

二階堂 整 本学院専任職員（大学） 石田 美穂 本学院学生・生徒保護者 

佐野 幸子 本学院専任職員（大学） 河津 豊子 本学院学生・生徒保護者 

山口 直彦 本学院専任職員（大学） 西津 記代 本学院学生・生徒保護者 

守山 恵子 本学院専任職員（大学） 福永 登美恵 本学院学生・生徒保護者 

浅田 雅明 本学院専任職員（短大） 石蔵 浩子 本学院学生・生徒保護者 

福井 幸子 本学院専任職員（看護大） 竹田 殉聖 本学院学生・生徒保護者 

山崎 不二子 本学院専任職員（看護大） 中山 有太 本学院学生・生徒保護者 

津留﨑 聡史 本学院専任職員（高校・中学） 多田 玲一 学識経験者 

執行 正治 本学院専任職員（高校・中学） 吉田 茂生 学識経験者 

山田 圭子 本学院専任職員（高校・中学） 白日 高歩 学識経験者 

春日野 文枝 本学院専任職員（幼稚園） 志満 秀武 学識経験者 

那須 茂人 本学院専任職員（事務） 鏑木 政彦 学識経験者 

築地 麻子 本学院専任職員（事務） 神庭 重信 学識経験者 

小海 光 宣教師 藤野 昭宏 学識経験者 

市岡 洋子 卒業生 森野  滋 学識経験者 

桑原 洋子 卒業生   
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Ⅱ．事業の概要 

１.  学校法人の規模 
  

学校法人福岡女学院の各学校の2018年度の学生・生徒・園児数並びに教職員数は＜表１＞に示す通りである。 

＜表１＞2018年5月1日現在                                                  （単位：人） 

設置する学校名 学部･学科等名 

入学(園) 

〔募集〕 

定員 

新入生 

入学時 

実員 

学生･生徒･園児数 本務者数 

収容定員

*1 
実員 教員数 職員数 

福岡女学院大学 

大学院 

●人文科学研究科     

大学に 

含 

60 

・比較文化専攻 5 1 10 3 

・臨床心理学専攻 10 12 20 25 

・発達教育学専攻＊1 5 5 10 12 

計 20 18 40 40 

福岡女学院大学 

●人文学部     

32 

（学長・副学

長含） 

・現代文化学科 100 113 410 477 

・表現学科 ＊2 ― ― ―     1 

・言語芸術学科 50   46 204 209 

・メディア・コミュニケーション学科 50   53 204 194 

・英語学科＊3 ― ―  ―   2 

計 200 246 818 883 

●人間関係学部     

38 
・心理学科 100 111 468 383 

・子ども発達学科 120 116 488 499 

計 220 227 956 882 

●国際キャリア学部＊3     

19 

(副学長含) 

・国際英語学科 60  68 214 246 

・国際キャリア学科 80 102 296 377 

 140 170 510 623 

合計 560 618 2,284 2,388 

89 

（学長・副学

長含） 

福岡女学院大学 

短期大学部 
・英語科 100 101 200 221 7 

福岡女学院看護大学 
●看護学部     37 

（学長含） 
29 

・看護学科 100 123 400 462 

福岡女学院高等学校 

●全日制課程普通科 184 138 552 391 

32 

25 

●   〃   音楽科 30   15 90 46 

      計 214 153 642 437 

福岡女学院中学校 
  

〔 〕は募集定員 

184 

〔120〕 
81 

552 

〔360〕 
267 17 

福岡女学院幼稚園   66 71 192 201 9 3 

（注）学生数、教職員本務者数は文部科学省学校基本調査（2018）による。 

（注）収容定員には3年次編入定員を含む。 

人文学部：現代文化学科5人、言語芸術学科2人、メディア・コミュニケーション学科2人 

人間関係学部：心理学科4人、子ども発達学科4人 
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国際キャリア学部：国際英語学科2人、国際キャリア学科3人 計22人 

＊1.2018年度から人間関係学部心理学科の入学定員20名を、国際キャリア学部国際英語学科と国際キャリア学科にそれぞれ

10名を振り替えた。 

 

２. 事業報告 ＊各学校の事業報告は後に記載 

・学院のキリスト教教育体制の強化を目指し、学院キリスト教センターを設置する。学校の建学の精神であるミッション

(宣教)を基盤とする学校教育(運営)、教育・研究活動の実践という福岡女学院のあるべき姿を実現する。 

・学校法人運営調査での「教学面を含め、監事による業務監査の充実を図ること。」の指導を受けて、監事監査規程

を制定し、監査室の整備を行った。監事による業務監査を行い、監事、監査室、監査人が連携し、監査業務の実効

性・効率化を図った。 

・2018 年 10 月に、福岡女学院看護大学開設 10 周年記念行事を挙行した。 

 

３.  学院の将来計画 

・2016 年度から 2018 年度を第 1 ステージ、2019 年度から 2021 年度を第 2 ステージとして中期目標・中期計

画を策定し、以下の 4 つを重点項目として定めた。 

（1） 教育研究の質の向上への取り組みに関する目標 

（2） 組織力の活性化と業務運営の改善に関する目標 

（3） 経営の充実と強化に関する目標 

（4） その他業務運営の改善に関する重要な目標 

 

４.  学院施設等の環境整備について 

 ・ 2018 年 7 月の西日本豪雨により、ギール記念講堂や 125 周年記念館 1 階に浸水被害が出たので、その対策

のための改修工事を行った。 

・ 向山寮のリニューアル整備事業を行うことを決定した。 

・  看護大学 3 号館（徳永徹記念多目的ホール）の起工式を 2018 年 12 月に行った。2019 年 8 月完成予定

である。 

 

５.  人事異動（役員・専任教職員） 

<役員人事> 

【就任】  2018 年 4 月  1 日付： 院 長 寺   園 喜 基（再任） 

大 学 学 長 阿久戸 光 晴 

看護大学長 片   野 光 男（再任） 

2018 年 6 月   1 日付： 理 事 田   川 大 介 

2019 年 1 月  20 日付： 事 務 局 長 髙   木 幸 二 

【退任】  2019 年 1 月  19 日付： 事 務 局 長 西   原 邦 彦 

  

<教職員人事（専任、契約）> 途中採用、途中退職を含む 

2018 年度採用：大学・短期大学部教員１０名、看護大学教員３名、中高教員４名、幼稚園教員２名、事務

職員７名、寄宿舎職員１名 

2018 年度退職：大学・短期大学部教員４名、看護大学教員３名、中高教員５名、幼稚園教員１名、事務職

員１４名、寄宿舎職員１名 
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Ⅲ.福岡女学院大学・福岡女学院短期大学部 

 建学の理念をもとに、「豊かな教養、国際性、実践力をもって、新しい生き方を創造し、社会に貢献する女性の育成」を目

的として、中期計画「選ばれる大学へ」（2016 年度~2018 年度）を策定した。2018 年度は新学長体制となったが、

中期計画の 3 年目であり、中期計画最終年における事業を計画、実行した。 

目標達成項目（A）、進行中（B），検討中（C）としている。 

【中期目標】 

 中期計画を達成するため、Ⅰ.教学面の強化 Ⅱ.経営基盤の強化 Ⅲ.組織体制の強化の 3 本の強化項目を設定し、

それぞれの実現に向けた目標設定と実施計画を策定し、実行した。 

 

【目的】 

 建学の理念をもとに、「豊かな教養、国際性、実践力をもって、新しい生き方を創造し、社会に貢献する女性の育成」を目

的として、中期計画「選ばれる大学へ」（2016 年度~2018 年度）を策定した。2018 年度は中期計画の 3 年目とな

り、中期計画を完成させるために事業を計画し実行する。 

 

【中期目標】 

 中期計画を達成するため、Ⅰ.教学面の強化 Ⅱ.経営基盤の強化 Ⅲ.組織体制の強化の 3 本の強化項目を設定し、

それぞれの実現に向けた目標設定と実施計画を策定する。 

 

【強化策】 

Ⅰ.教学面の強化 

① 教養・専門教育の充実 

[目標] キリスト教教育を基本とする豊かな教養と高い知性を備え「生きる力」を育むために、学部学科の専門教育の充実

をはかる。 

[実施状況] 

1）教員(事務職員も含む)の FD 活動支援として、2018 年度は①研究倫理に関する研修(講師：東北大学名誉教

授・広島大学名誉教授)②学生相談に関する研修(講師：専任カウンセラー)を実施し、教員の参加率は平均

70.3%であった。また、キャリア教育については外部アドバイザーを招き会合を通して教育活動へ生かしている。（A） 

2）学生アンケート（新入生・卒業生）の結果を集計・分析している。また、後援会大学部会において保護者の意見を

聴取し、学生支援に反映させている。（A） 

3）教職課程再課程認定に伴い、大学では、2019 年度から基盤教育および学科専門科目からなる新カリキュラム導入

に向けた準備は整った。（A） 
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② キャリア教育の向上 

[目標] キャリア開発教育センターの取り組みを足がかりに、キャリア教育を全学的な共通課題として取り組む。また産学官

連携、地域連携を推進する。 

[実施状況] 

1）2018 年度までは、各学部のカリキュラムとして「社会人入門」を開講してきた。2018 年度参加率は 59%と前年度

を上回っている。2019 年度からは基盤教育として「女性のキャリア形成」を 1 年次必修として開講し、参加率 100%を

予定している。（B） 

2）大学 2 年生を対象に、新年度オリエンテーションにおいて、コンピテンシー診断を実施しており、統計結果をセンター運

営委員会で報告、取り組みに反映するよう配慮している。今後は経年比較を考えたい。（A） 

3）インターンシップは、キャリア開発教育センターと進路就職課の連携により、インターンシップ協議会参加企業を中心に、

本学独自のプログラムも含めて夏期に 82 名の学生が参加し、春期は約 30 名の参加が見込まれており、延べ人数で

100 名を超える結果となった。（A） 

4）学生の進路・就職相談については、進路就職課における就職支援プログラム等を通して年間を通じた支援体制の充

実は図るとともに、各学部ごとの担当者による個別のフォローアップ支援を継続して行った。個人的なメンタル相談等につ

いては、学生部との緊密な連携のもとで学生心理相談室がカウンセリング等を通して対応するとともに、学生がより利用し

やすい環境をつくるために、学生同士でサポートを行う活動(ピアサポート活動)にも取り組んでいる。また、進路就職課と

学生心理相談室の連携により、進路相談におけるよりきめ細かな支援体制を築いている。さらに学生一人一人に充実し

た支援体制で取り組むことができるよう、学生心理相談室のよりよい在り方を学部長会議・部長会議において協議を行

っている。（A） 

 

③ 国際化の推進 

[目標] 「英語のミッション」としてのブランドイメージを堅持し、国際化教育を更に充実させる。留学生確保につとめ、キャンパ

スにおける異文化交流を促進する。また海外でのリスクマネジメント等、必要なインフラの整備をおこなう。 

[実施状況] 

1）大学の留学に関する事務は、ほぼ国際交流課(支援室)に一本化できている。留学先での事件・事故等のリスク管理

に万全を期すとともに、更なる事務の効率化を進めたい。               また、防火・防災訓練への参加率の

向上に向けた対策を検討することにしている。（A） 

2）外国人留学生の募集については、入試広報部署に専属の担当者を置き、国際交流課との連携のもと、積極的に日

本語学校を訪問、また進学相談会への参加を行ってきた。指定校推薦入試では昨年度を上回る志願者を得た。また、

日本語サマー短期研修コースを夏季(7 月 2 日～7 月 20 日)に実施し、韓国から 29 名の参加者を得ることができ

た。これ以外にも、「カケハシ・プロジェクト」における採択があり、ハワイ・パシフィック大学との交流事業を通して、23 名の

学生を派遣するとともに、23 名の学生を受入れる計画を実施することとなった。（A） 
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Ⅱ.経営基盤の強化 

① 入試広報戦略 

[目標] 2016 年度・2017 年度に引き続き、志願者数の増加を目指す。特に定員確保が厳しい状況の学科について

は、タスクチーム・入試広報課・学科が連携し、早めに特別な対策を講じて充足率回復を図る。大学の魅力を直接

高校に伝える機会を増やすと同時に、Web サイトや SNS 等での情報発信体制を行う。 

[実施状況] 

1）2019 年度から基盤教育、新教職課程に加え、各学科の新カリキュラムがスタートするにあたり、大学案内やホームペ

ージに載せ、受験生や保護者、高校に対してアピールした。（A） 

2）福岡県および近隣県の高校に対して重点的に高校訪問を行った。また初めての取り組みとして本学独自の進学相談

会を延べ 9 会場で行うなど募集に向けての活動に取り組んだ。教員は各県で実施する入試説明会に参加した。（A） 

3）学生アンケート（新入生）を実施し、募集戦略に反映させている。（A） 

4）2019 年度入試に向けて募集活動は続いているが、ほぼ昨年並みの志願者・入学者を見込んでおり、例年通り学院

の財政基盤に大きく貢献したい。また、2018 年度からホームページの全面リニューアルに着手しており、受験生用のペー

ジについては 12 月に更新した。本学の教育活動の魅力や就職実績等発信していきたい。オープンキャンパス等の募集

広報イベントの参加者も昨年度とほぼ同数の 1,243 名を達成、資料請求者も飛躍的に伸びており、最終的には

12,000 名を超え、広報活動は成功していると言える。（A） 

 

② 学科改組（教育組織整備） 

[目標] 大学・短期大学部の競争力を高め安定した財政基盤の基で教育環境の持続的発展を図るため、創立 150 周

年を目処に入学定員 800 名、収容定員 3000 名規模の組織となるよう改組を含めた将来計画である

「Vision150/2035」を確実に実行する。その一環として 2018 年度は下記の事項に取り組む。 

 [実施状況] 

1）人間関係学部子ども発達学科については、2019 年度新カリキュラム対応のためのカリキュラム改正を行った。併せて保育士資格へ

の対応として新保育士養成課程(保育士養成課程の見直しへの対応)に伴う申請を行い認可された。（A） 

2）国際キャリア学部については、入学定員変更(各学科 10 名増)を行い、2018 年度入試より新たな定員による募集を行った結

果、国際英語学科 68 名、国際キャリア学科 102 名の入学者を確保することができた。今後も適正な入学定員の管理に留意しなが

ら入学者増の安定化を図ってゆく。（A） 

3）人文学部については、教職課程再課程認定に伴う対応並びに新カリキュラムに伴う対応を行い、そのことに伴う人的対応も適宜行

った。そのことも踏まえて言語芸術学科やメディア・コミュニケーション学科は入学定員を得ることができたが、今後も志願者数・入学者数

の増加に向け取り組む必要がある。（A） 

4）短期大学部英語科については、2018 年度入試では、101 名、2019 年度入試では 109 名の入学者を確保することができた。

今後も適正な入学定員の管理に留意しながら入学者増の安定化を図ってゆく。（A） 

5）大学として教職課程再課程認定に対する申請及び審査における指摘事項への対応を適宜行い終了した。2019 年 2 月には認

定通知が送付され、予定通り計画を実行できた。（A） 
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6）国際キャリア学部各学科と、人間関係学部心理学科の入学定員変更(収容定員の増加を伴わない)を行い、入学定員の管理を

行った。（A） 

 

③短期大学部の強化 

[目標] 短期大学部の二年教育の新たな価値観を提案する場と位置づけ、その魅力の向上をはかる。 

[実施状況] 

1）英語科の教育強化を図ると共に、イマージョンコースを広く広報することで、志願者増を図り入学者 109 名を獲得し

た。（A） 

2）イマージョンコースでの学生の TOEIC750 点達成はほぼ達成できた。「英語のミッション」として大いに広報を行っていき

たい。（A） 

3）2018 年度から、3 コースにより改訂する新カリキュラムにより、英語科の英語教育の魅力を高校・受験生に発信した。

（A） 

 

④高大連携 

[目標] 福岡女学院の一貫教育の充実を図ると同時に生涯に渡り女性を支援する体制を整える。 

[実施状況] 

1）福岡女学院高校の「福岡女学院大学コース」開設にあたり、高校側と十数回にわたり連絡会を持った。制度について

は大学で協議し、大学から教育・入試について提案もするなど協力し連携を取ってきた。この取り組みがお互いの成果と

なり、更なる入学希望者の増加を期待したい。（A） 

2）文部科学省による「平成 33 年度大学入学者選抜実施要項の見直し」に基づく 2021 年度入試改革に対応するた

めに 2020 年度に実施する入試制度改革に着手しており、適宜検討を進めている。 （A） 

3）地域連携担当副学長のもと、大学と地域との協定を集約した。特に近隣の自治体である春日市や那珂川市とは、教

職支援センターを通して学習支援を行っている。（A） 

 

⑤自己点検・評価体制の整備 

[目標] 大学・短大全体の教育・研究力向上のため、内部質保証を図り、自己点検・評価を実施する。大学基準協会・

短期大学基準協会の外部評価に対応し、アドミッションポリシー、カリキュラムポリシー、ディプロマポリシーの「3 つのポリ

シー」を作成したが、全学的にカリキュラムに反映させる。 

[実施状況] 

1）内部質保証を図るための PDCA サイクルを機能させる全学的な自己点検・評価体制の構築に自己点検・評価・FD

委員会が継続して取り組んでいる。その成果として大学では 2018 年 7 月末には 2017 年大学自己点検・評価報告
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書を作成し、ホームページ上で公開した。また、前回の認証評価で指摘されていた事項についてはその後の対応を改善

報告書としてまとめ、大学基準協会へ報告した。（A） 

2）短期大学部は短期大学基準協会の第三者評価の結果を踏まえて、向上・充実のための課題に適宜対応している。

（A） 

3）教職員の教育研究活動、業務活動が法令遵守の基で適正に行われるよう研究倫理教育などの研修を行い、研究

倫理教育(e-ラーニング教材受講)を義務付けている。（A） 

4）研究水準をはかる指標として、科研費(科学研究費助成事業)における 2018 年度採択分には 14 件(前年度 6

件)の応募を行い、6 件が新規採択となった。新規採択率は 36%であった。2018 年度における全国レベルでの全体の

新規採択率は 24.9%であり、その数字を超える結果となった。（A） 

5）科研費(科学研究費助成事業)における 2018 年度の研究代表者は 12 名、研究分担者は延べ 12 名である。各

研究成果については、所定の手続きに基づいて実績報告書等により行われている。また、「学院活性化推進助成金」や

「学長裁量教育研究費」への採用案件については、学内報告会や報告書により成果結果を求めており、「紀要」への掲

載実績については、機関リポジトリを通してその内容を公表している。（A） 

 

⑥施設設備の充実 

[目標] 各方面から出される施設の整備・拡充の要望については、建築総合マスタープランを構築し、計画的に推進する。 

[実施状況] 

1）大学の施設・設備等環境整備のマスタープラン作成に向けた協議会を 2 度開催、今後タスクチームを立ち上げ、体育

館・図書館、教室の老朽化対策など優先順位をつけ計画していきたい。（B） 

2）大学の施設・設備等環境整備のマスタープラン作成に向けた協議会を 2 度開催、タスクチームを立ち上げ、体育館・

図書館、教室の老朽化対策など優先順位をつけ計画していきたい。また学生アンケートの結果も重視して計画に取り入

れていきたい。（B） 

3）現在進んでいるキャンパス・マスタープランに基づき計画的に建物の耐震改修を行った。（A） 

 

Ⅲ.組織体制の強化 

① 学長支援機能の強化 

[目標]  新学長のもと、副学長・事務部長・学事課により学長室機能を強化し、学長ガバナンスの充実をはかり、提案力

を高める。教授会と理事会との意思の疎通をはかり、学内改革を進める。 

[実施状況] 

1）部長会議、連合教授会の案件については、先ず学長室会議で協議し、適切な大学運営を行ってきた。また緊急かつ

重要事項についても迅速に対応し、各部署への落とし込みと理事会への迅速な報告等、細かい対応を行ってきた。今後

大学の将来計画を具体化し確実に実行するために、機能強化を図りたい。（A） 
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Ⅳ.福岡女学院看護大学 

2018 年度事業計画項目と項目ごとの自己評価（達成：A、未達成：B） 

毎年度の基本事項 

教育理念： 

１. キリスト教の精神を基盤としたヒューマンケアリング教育（新カリキュラム開始：A） 

２. .女子教育（維持：A） 

 

教学： 

１. 入学者：110 名（123 名：A） 

２. 競争倍率：2 倍以上（A） 

３. 看護師国家試験合格率：100％（A） 

４. 保健師合格率：100％（16 名/17 名：B） 

５. 就職率：100％（A） 

 

ブランディングと健全な運営： 

１. 国立病院機構との連携強化（教育・研究倫理委員会の相互乗り入れ、臨地実習施設連携 

協議会設置など：A） 

２. 古賀市との連携強化（古賀市・看護大学連携協議会開催、看護大学、東医療センターお 

よび古賀市による健康福祉ゾーン構想の共有など：A) 

３. 独自のシミュレーション教育の推進（シミュレーション教育学教科書発刊、シミュレーション教育 

学領域に契約職員 1 名配置、福岡女学院看護大学臨地実習施設連携協議会設置、福岡 

女学院看護大学学生・看護シミュレーション教育評価委員会設置、シミュレーションサークル結成、 

シミュレーション教育者養成セミナー、看護シミュレーション教育スキルアップセミナーなど：A） 

４. 独立採算制を基本とする健全な運営と競争的資金獲得による自治運営力強化（123 名の 

入学、科研採択率 33％達成、学院活性化推進助成金 4 件、私立大学等改革総合支援 

事業採択など：A) 
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２０１８年度の計画事項 

教学： 

１. QUT 短期留学実施（A） 

２. 多言語医療支援コース開始（10 名：A） 

３. 女学院高校に看護・医療コース設置の準備（カリキュラム整備：A） 

４. 助産師コース設置を審議（担当領域との討議：A） 

５. 保健師コース設置を審議（担当領域との討議：A） 

６. 大学院設置を審議（ワーキンググループ設置、文科省への相談：A） 

 

教員組織： 

１. 専任教員 38 名体制維持（A） 

２. 教員の 100％専任化（B：教学力アップのための 2 名の契約職員配置） 

３. 看護シミュレーション教育のカリキュラムへの導入（A） 

４. 看護シミュレーション教育の他施設との連携強化（施設の開放による教員養成セミナー 

開始、福岡女学院看護大学臨地実習施設連携協議会設置、契約教員の採用、客員 

教授配置など：A) 

５. 科研申請率 80％以上（75％：B） 

６. 科研採択率 25％以上（33％：A） 

７. 成人看護領域の改変（教授の配置：A） 

 

職員組織： 

１. 学生対応力アップ（職員増、学務の補充：A） 

２. 専任化率 70％（45％：B） 

 

修学・労働環境整備： 

１. 食堂とコンビニの経営一体化（A） 

２. スクールバス設置の審議（保護者と学生へのアンケート調査：A） 

３. 体育館整備（着工：A） 
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４. 運動場整備（着工：A） 

５. 時間外労働（短縮の規則整備：時間外労働の調査とストレステスト調査に基づいた規則 

整備、裁量労働制への移行確認調査など：A) 

 

その他： 

１. グリーンキャンパスの一環としてのオリーブ基金（基金の開始と 60 本のオリーブの植 

樹：A） 

２. 建て替え候補地の審議（A） 

３. 古賀市との健康福祉ゾーンの整備審議（古賀市・看護大学連携協議会にて共有：A） 
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Ⅴ.福岡女学院中学校・高等学校 

1. 福岡女学院中学校・高等学校の教育理念・教育目標 

教育理念である「神と隣人とへの愛に生きることを要とする、聖く、正しく、賢く、美しく、強い主体的人格の形成」をも

とに、教育目標とする「イエス・キリストにつながれて、豊かな知性と感性を持ち、国際化が進む社会を担いうる女性の

育成」の実現を目指す。 

 

具体的には、基本的な生活習慣の確立した、目標設定や課題設定を自ら考え、知的好奇心・探究心に溢れた、

自立的な生徒の育成を目指す。 

 

<報告> 

2017 年度から 2019年度を改革の第一期として、改革の基礎固めの時期と位置づけ、2年目となる 2018年

度は、以下に記す活動を行った。 

 

2. 教育理念・教育目標の具現化： 

福岡女学院中学校・高等学校再生 10 カ年計画（仮称：ルネサンス計画）に基づき、「選ばれる学校」への復活の

ためのビジョン（想定する教育結果の数値目標、教育サービスの内容の設定）を示す。 

＊ 3 カ年の具体的な数値目標は昨年度の事業計画中の「ロードマップ」に掲載 

上記の生徒を育てるため、先ずは「生徒第一」（大切なひとり）、即ち生徒の学力を向上させ、生徒・保護者が望

む進路保証を行う。そのために、6 カ年を見通した、授業シラバス・ＬＨＲ計画・進路指導計画の作成とその公開、

学年・教科の目標設定とその検証（PDCA）を厳格に行い、課外・土曜講座・模試その他の組織化された教育活

動を展開し、質を担保した学習活動の拡大と充実を図る。 

＊ 第一期（2017～2019 年度）は改革の基礎固めの時期（基盤形成期）と位置づける。第二期（3 年

間）：基盤拡張期  第三期（2 年間）：発展期 

 

（1） 事業展開を行う社会的背景・本校が目指す市場対象と顧客（受験生）獲得・競合他校との差別化 

本校の受験者数減の要因の一つに、「女子校不人気」と「近隣校（男子校）の共学化」があることは否めな

い事実である。本校が共学化をしないのであれば、「女子校」としての社会的評価の上昇（受験市場における評

価・認知度の獲得）および新たな「市場の創造」しか選択肢がない。この混沌とした社会情勢のなかで「女性が

生き生きと活躍するための教育」（10 年後・20 年後の私を見据えた教育）をキーワードにして教育内容と学校

運営の改革を行い、競合他校との差別化を図る。 

<報告> 

上記の目標達成のために（2）から（4）のとおり、取り組みを行った。 
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（2） 入学試験における数値目標 

募集定員の充足率 100％の達成（中学校 120 名、高校普通科 80 名、音楽科 20 名） 

<報告> 

目標志願者数と 2019 年度入試結果は目標値に達成できなかったが、昨年度より入学者は増加した。 

（3） 大学入試における数値目標  以下の数値を継続して出す。そのため、各コースの授業レベルの設定を行う。 

<報告> 

難関私大を除いて目標値を下回った。6 ヵ年(3 ヵ年)の授業で鍛えること、特に基礎的内容の習得の徹底、

外部模試の分析と統一的・教科横断的な指導の強化を 2019年度の重点項目とする。 

（4） 教育改革：「女子高」としての魅力の創造を図り、教育理念・教育目標（建学の精神）に則った生徒教育

（宗教教育を含む）を行う。 

改革の最終目標は、本校が提供する教育サービスの質的向上及び「豊かな知性と感性を持ち、国際化が進

む社会を担いうる女性の育成」という教育目標の実現である。本年度は、以下の事項に関するマスタープランを作

成し、優先順位を定め、順次実行に移す。その過程で検証を行い、柔軟な見直しを行う。 

① 大学入試における数値目標（出口の改革）の達成と新テスト・新学習要領への対応のため、さらなるカリ

キュラム改定を行いつつ授業の充実を図る。 

<報告> 

高等学校普通科、音楽科のコース制の導入により必要な教育課程の検証、改正について協議し、新学

習指導要領の改訂に基づく教育課程の改正手続を行なった。 

② 「新コース制」設置に関する総合的な検討・条件整備を行い、2018 年度前半に新コースを発表する。 

A 進学クラスのコースのラインナップ （案）の整備とその運営の検証 

B 「特進クラス」…上記数値目標を３年間での達成を目指し、「スーパー特進クラス」の分離・独立化へ

の具体的検討に入る。 

C 「スーパー特進クラス」（難関国立・医歯薬系）の開設のためのカリキュラム策定その他の検討に着手

する。 

<報告> 

高校学習指導要領の改定とコース制の進行に伴い、普通科及び音楽科において科目名と単位数の改

定を行い理事会において承認された。 

③ 高校音楽科の改革（カリキュラム改編・入試改革・募集広報活動の強化等）を行い、2 年後に将来のあ

り方について結論を出す。 

<報告> 

2018 年度末より、音楽科の改革等を含めた検討ワーキングチームを立ち上げ、2019 年 6月を目途

にその方向性を決定する。 

 

④ 高校の「新コース制」と連結する中学校の教育システム・教育内容の改革（新コースを含む）を行う。方向

性・内容決定は 2018 年度前半とする。 

<報告> 
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21世紀を生き抜く力を備えた、芯のあるリーダー的な女性の育成を目指して、1）「凜として花一輪プロ

ジェクト」を立ち上げ、2）6 ヵ年(3 ヵ年)の授業で鍛えること、特に基礎的内容の習得の徹底、外部模

試の分析と統一的・教科横断的な指導の強化に 2 つを 2019年度の重点項目とする。 

⑤ 現行の「総合的な学習の時間」「特別活動」について、『学習指導要領』に従った検証を行い、宗教教育関

係行事・体育関係行事・学院祭・修学旅行（高校・中学校）等を含めた新しいキャリア教育の研究・具

体的な提案を行い、それを順次実施するために「キャリア教育委員会」を設置する。 

<報告> 

高校学習指導要領の改定とコース制の進行に伴い、普通科及び音楽科において科目名と単位数の改

定を行い理事会において承認された。また、新テスト・新学習指導要領が目指す学力観の習得を目指す

「凜として、花一輪プロジェクト」を導入し、それに対応する中学校入試の大きな変更を断行した。高校修

学旅行については、同プロジェクトの趣旨に則った変更を行い、2019 年度に中学修学旅行について決

定を行なう。 

 

⑥ 生徒会活動・部活動の活性化による、より高みを目指す学校文化を醸成する。 

A 本校の教育目標に基づいたリーダー的素養（生活態度と礼儀・品性・学習姿勢を備えた）をもつ生

徒を育成する。 

B 強化クラブをはじめとした運動部・文化部（美術部・短歌・音楽系）全国大会出場常連校に育て、

真の意味での「文武両道」の学校文化を育てる。そのなかでは生徒及び教員の体調管理・学習活動

と部活動（指導）のバランスに留意する。ノー部活デーの導入検討と実施を行う。 

<報告> 

2017 年度より強化クラブとして「サッカー部」「バレーボール部」「陸上部」を指定し、強化クラブ担当の

管理職として教頭を充てた。教頭は、必要に応じて各クラブの保護者会等へ出席し、情報交換を行うな

どの関わりを持ち、各強化クラブの運営が適切に運営されるよう管理し、定例会等にて対応を決定した。

また、「部活動の在り方に関する総合的なガイドライン（スポーツ庁）」に基づき、部活動補助指導者の

活用や活動時間に関して活動終了時間の制限（下校時刻を原則 19：00 とする）や休業日の設定

などの措置を行なった。 

⑦ 教員集団のさらなる指導力の向上を図る。 

進路保証を意識し、学習指導（受験指導）力・生活指導力・保護者対応力を身につけ、コミュニケー

ション能力があり、「生徒第一」の目標の下、組織の一員として学院目標に則り、行動する教員集団としての

研修を在職（経験）年数に対応して行う。 

<報告> 

全教員を対象とした校内研修を行った。具体的には、キリスト教修養会 1回、新学力観 5回、人権・生

徒指導 1回、グローバル教育 1回である。 

また、学外の諸研修への教員派遣を行った。 

さらに、提案型の個人研修参加を促し、4人の派遣を決定し研修成果の教科内での共有化を図った。 
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⑧ 教育の質的向上のために以下のシステム構築のため 2018 年度から順次行う。 

A 中１・高１の初期教育の見直しと実施 

B 「新学力観」・「ミッションスタンダード」（本校の学力観・学力目標）に基づいた授業・課外シラバスの

作成 

6 カ年という時間的資源の有効活用（いつまでに、どこまで伸ばすがの視点） 

さらに、論理的な思考力と表現力の育成、小論文入試への対応のためのプログラムの検討と実施を行

う。 

C 定期考査・模試のあり方の検討 

D 6 カ年の進路希望調査の検討（時期と内容） 

E 学習指導のエアポケット時期（7 月～夏休み、12 月、3 月～春休み）の学習指導及び勉強合宿

の導入（高校 3 学年） 

F 自主的に家庭学習が出来る生徒の育成とその指導のために、課題（宿題）の検討やスケジュール手

帳の導入検討とその活用を行う。 

G 担任による面談（二者・三者）についての研修及び保護者会の持ち方の検討 

H 個別生徒の学力分析と志望校検討を主たる目的とする成績分析会の再構築（学年単位で実施時

期の検討） 

I 6 カ年の進路学習シラバスの作成を「キャリア教育委員会」が所管して行う。 

J 高 3 の年度途中からのクラス再編成等柔軟で効率的な運営 

K 進路変更等を理由とする中退者増の原因分析のもと、その指導に当たる教員配置（2018 年度養

護教諭 2 人体制）、スクールカウンセラー・系列大学その他専門部署との連携によりその対策の強化

を行う。そのために、保健委員会の機能の強化を図る。また、2018 年度は、中高別に入学前相談日

（スクールカウンセラー対応）の設置や長期休暇中のカウンセリング実施を行う。また、障がいのある生

徒や不登校等の生徒とその保護者への対応方法の研修を行う。 

<報告> 

高校学習指導要領の改定とコース制の進行に伴い、普通科及び音楽科において科目名と単位数の改

定を行い理事会において承認された。また、新テスト・新学習指導要領が目指す学力観の習得を目指す

「凜として、花一輪プロジェクト」を導入し、それに対応する中学校入試の大きな変更を断行した。同プロ

ジェクトに関するＰＤＣＡサイクルによる検証を行った上で、2019 年度版全体計画を作成した。その中

で、年間 15時間の論理コミュニケーションによる思考力・文章力等の強化、小論文指導を系統的に行

う。勉強合宿に関しては、高校 2年生において夏休み・春休みに実行に移した。 

⑨ 上記教育改革と連動する、中学校入試・高校入試改革をさらに進める。特に、新テスト・新学習要領への

対応を基礎とする新しい入試問題・入試型を 2019 年度中学・高校入試から導入する検討を行い、夏休

みを目途に対外的に発表する。その前提として 2017 年度に導入した、高校前期入試における 5 教科型

入試（公立高入試との並列入試）と音楽科新入試の検証を行う。 

<報告> 

2018 年度高等学校入試より導入した「5教科型入試」についで、2019 年度中学校 1月入試では、

「総合問題」の選択科目を新たに導入し、従来の 4教科型入試を廃止した。このほか、2019年度中

学校 2月入試制度を新たに導入し、作文問題のほか、面接では受験生の経験や考えについて「正確に

答えられる力」だけではなく、「誠実に受け答えをする力」を重視した。その結果、昨年度に比して入学者

増加につながった。 
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3. 学校運営ガバナンスの確立 

（歴史の教訓は組織としての規律、指導の一貫性の担保のない組織は内部から瓦解することを示す） 

（1） 学校運営の強化 

① 学校改革を確実にかつ迅速に行う必要上、意思決定の効率化が欠かせない。合意形成プロセスを明確化

し、責任を持った学校運営を図る。部主任・学年主任等と管理職との意思疎通と連携を強化する。 

＊管理職・中間管理職（ミドルリーダー）の心構えを持つ。 

② 効率的な学校運営を行うための「部組織改革」の検討を始め、年度中に結論を出す。 

<報告> 

上記①②の対応については、広報部の立ち上げを除いて 2018年度中の結論は出なかったが、2019年度

に向けた検討は十分に行うことができた。今後の組織の在り方等を含め、検討を引き続き行う。 

（2） 教頭・部主任・学年主任に関する検討事項 

事業計画に則った職務遂行計画の策定と職責評価を行い、権限及び責任を明確化した体制を確立する。併

せて運営委員会のあり方の見直しを行う。 

<報告> 

2018 年度は、校長を中心に各部・各種委員会のあり方について検証し、2019 年度以降の組織再編の準

備を行なった。その関連で、教頭の職務の見直しを行った上で、中高の教頭の配置転換と、統轄教頭を置くこ

とを決定した。また、募集広報活動と校内の教育活動を繋げ、受験生獲得を目指す目的で、広報部を設置し

た。 

（3） 定例会・運営委員会その他各校務分掌の「見える化」を一層図る。 

<報告> 

管理職が常に各組織の運営状況を確認し、各部署の問題に対して早期に対処することができた。 

（4） 教育職員としての服務規律の遵守とその指導 

<報告> 

管理職、中間管理職の心構えについて校長が適宜指導にあたり、管理職の意識改革を含め、基本ともいえる

「報告・連絡・相談」の徹底を 2019 年度以降も図る。 

4. 広報活動の組織化 

（1） 進学塾・公立中学校等に対する広報活動を組織化し、定員充足率 100%を目指す。 

特に、定期的な塾訪問を強化し、本校の教育活動の「見える化」をはかり本校に対する信頼度・評価を高め、

受験につなげる。（塾との関係構築） 

<報告> 

2018 年度は、運営委員会委員による年 2回の塾訪問を行い、関係構築に努めた。 

（2） 学校説明会・オープンスクールの集客力を高めるとともに、全教員が諸イベントに参加し、本校の広報活動を全

員で担う体制を一層進める。「出張講義」に関しては内容を精選するとともに、「出張講義リスト」を作成して中学

校からの派遣依頼に対応する。あわせて、日曜日のイベント開催も検討する。 
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<報告> 

学校説明会やオープンスクール等のイベントには全教員参加し、学校全体で広報活動を担う体制を構築でき

た。また、公立中学校への出張講義講師派遣や合唱コンクール審査員の派遣など、精力的に対応を行なっ

た。また、2018年度より発足した地域との連絡会会員校への講師等派遣も組織的に行なっている。 

（3） 音楽科の募集広報活動を強化する。特に、公立中学校（音楽科教師・吹奏楽部顧問）への働きかけを強

化するために、学校訪問・本校の音楽科行事（公開レッスン等のイベントへの招待、ミッションオーケストラ見学や

他校訪問）を行う。 

<報告> 

公立中学校への出張講義講師派遣や合唱コンクール審査員の派遣など、精力的に対応に加え、広報強化を

行い、入学者を確保することができた。 

（4） 学校ＨＰをこまめに更新し、インターネットを活用した広報活動を展開する。 

<報告> 

2016 年度より取り組んだホームページのリニューアルを完了し、より充実した情報発信を行なうことが出来

た。また、同時に配置したホームページ担当職員も継続しタイムリーな情報発信を行うことができた。 

（5） 「オール・ミッション」として、系列大学・幼稚園・本部組織・同窓会と連携した広報活動体制の構築を図る。その

ための組織化・予算化の検討を行う。 

<報告> 

2018 年度入試より、同窓会の協力を得て「同窓会特別選考奨学金」を新設し、同窓生の子女等の確保に

努めた。同窓会報「ぶどう」にも同制度について案内して周知している。 

2018 年度 12月より、福岡女学院幼稚園児を対象とした「ミッションキッズサッカースクール」を開校し、41

名が参加している。 

また、2018年度 2月には、幼稚園との連携事業として、教育講演会を開催し、45 名の幼稚園児保護者が

参加した。 

5. 保護者会の機能強化 

保護者会出席率 90%以上を目指す。そのために、内容の精選を図り、参加満足度を高める。また、保護者会を

「本校教育・進路実現の後援組織」とするべく、学習・進路をはじめとした諸講演会の開催や大学訪問ツアー等の諸

企画を実行する等、保護者に対して積極的な情報発信を行い、その意識改革を図ると共に、教育活動に関する協力

要請を行う。 

<報告> 

保護者会機能の強化のため、学習や進路に関する後援会の開催等を試みたが、参加率の向上にはつながらなかっ

た。開催日や案内時期等について今後の課題となる。 

6. 強化部 

強化部の運営・部員の生徒指導・募集活動に伴う諸課題に対応するために、諸課題の情報共有化・意見交換を

行う。また、管理職を責任者として迅速な対応を行うために、定期的、臨時的協議を開催する。また、将来的な強化

部のあり方に関する検討を行い、法人とも協議をする。 
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<報告> 

2017 年度より強化クラブとして「サッカー部」「バレーボール部」「陸上部」を指定し、強化クラブ担当の管理職とし

て教頭を充てた。教頭は、必要に応じて各クラブの保護者会等へ出席し、情報交換を行うなどの関わりを持ち、各

強化クラブの運営が適切に運営されるよう管理し、定例会等にて対応を決定した。次年度は本校の経営規模等の

現状を踏まえた強化部のあり方について、教職員及び法人本部との協議が必要となる。 

7. 寄宿舎 

舎監から寮母体制への移行に伴い、新たな規定・組織に基づいて運営を行うが、特に情報の共有化と迅速な対応

に留意する。 

<報告> 

寄宿舎の運営体制が、舎監から寮母に移行したことに伴い、2018年度より関係規程の見直しを行い、寄宿舎と

学校の情報を緊密にするため、新たに「寮管理者・中高協議会」を設置した。このほか、教員による宿泊指導や校

長、教頭、生徒指導部主任が毎月寮生との情報交換を行なうために「ディナーミーティング」を行い、寮生の生活状

況や要望などをヒヤリングし、寮生の生活空間の改善に努めている。増加する寄宿舎生に対応するために大学と協

議を行い、中高の専有面積の拡大を行った。 

8. 教育環境の整備 

財政再建計画のもと、生徒の安全を第一とした設備の点検、魅力ある教育環境の整備（アメニティの向上を含

む）、ＩＣＴ教育機材（電子黒板やデジタルサイネージ等）の導入・更新を計画の下に行う。 

<報告> 

教育環境の整備のため、生徒が利用するトイレの改修工事を行なった。また、ICT 教育機材として電子黒板を導

入し、教材研究等を行なった。 

9. 計画的な教員採用 

数年後に始まる定年退職者増に対応し、演繹及び帰納的なアプローチのもと、本校の「求める人材」を明確化したう

えで、優先順位を定めて採用計画を策定する。本校の事業計画に寄与する人材を確保すると共に、本校教員の年

齢構成の適正化と人件費の抑制を図る。 

<報告> 

2019 年度から 2024年度にかけて定年を迎える教員の退職者数を見据えて、定員充足を図りながら、中長期

的な本校の教育改革に欠かせない意欲と資質を持った教員数の確保、さらに本校の年齢構成等の適正化による

人件費の抑制を内容とする採用計画（教員人員計画）を 2018 年度に整備した。 

10. 財務計画 

学校改革とそれを支える財政改革は両輪とする。慢性的な赤字に関しては、財務の基本である「入るを量りて出ずる

を為す」が必要である。主たる収入源である定員充足に努力すること、そして無駄な経費の削減を現行以上に努め、

教育上優先順位の低い歳出項目に関しては、凍結・削減を行う。そのために 2019 年度予算案については編成と査

定の厳密化を図り、支出項目の優先順位の指定と年次的な歳出計画を策定する。2017 年度決算における各学年

の収支や突出した歳出項目を調査し、そのバランスを図る。但し、上述の諸改革施策を実施するためには、一定期間

の政策的投資（教員の資質向上のための諸研修を含む）は必要である。この結果、定員充足率が回復すれば、さら
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なる改革（県下の進学校と伍する学校を目指す）に向けて正のサイクルが回転できよう。このため 2018 年度におい

て、財政再建を図りつつ、学校改革（本事業計画）の進捗度と総合的に検討を行い、学校再建を確実に実施す

る。 

<報告> 

予算要求に際しては、予算要求部所責任者より集約した要求案を定例会において審査し、減額措置などを行って

いる。 

また、予算執行に際しては、実行の適切性や価格の妥当性などを検証したのちに行なうよう予算部所責任者には

依頼しているが、予算要求時の精度の高い計画の策定が今後の課題である。 
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Ⅵ.福岡女学院幼稚園 

Ⅰ.教育理念・教育目標・３ヵ年の基本方針に対する総括 

創立６３周年を迎えた２０１８年度の幼稚園は、教育理念「神の恵みと守りの中で子どもが愛されている喜びを感じながら

主体的に生きる力をつける保育を目指す」ことを土台に、教職員が一丸となって教育の充実、教育の発信に力を注いだ。豊かな

自然環境による遊びを通した教育は、地域の保護者からの信頼を得て、２０１９年度も多くの入園希望者に恵まれた。大学・

大学院との協同学院活性化事業取り組みによる研究、実践などで更なる保育の充実も図れ、総合学校の幼稚園として、看護

大学、中学高校との連携も一歩進んだ一年となった。 

Ⅱ.２０１８年度事業内容（年度内に実行済Ａ・実行途中／次年度継続Ｂ・未実行Ｃ） 

１.教育研究：教育内容の充実と発信 

(1)豊かな自然環境を通した遊びを中心としたキリスト教保育の充実化、可視化 B 

・教師の宗教教育の充実（職員礼拝･研究会などの工夫） 

・新教育要領研究 

・新カリキュラム編成開始（特に自然・木育・食育カリキュラムの再編と見直し） 

(2)安全で美味しい給食の提供（９月より）A 

・給食室の改装工事 

・給食委託業者との綿密な連携 

・保護者への給食理解・食育の促進 

・保育と給食の流れ、環境の研究 

(3)障がい児教育の実践 A 

・加配教員を活用した実践（肢体不自由児などのための環境整備） 

・新教育要領に伴う障がい児保育研究の充実 

(4)教師の専門性強化 B 

・教師研修と研究の充実 

・教師組織の再編成検討（教師の主体性の強化・新人教師教育システムの構築） 

・具体的な子どもの様子・教育の発信力の強化（通信・HP・保育ドキュメンテーション・懇談会の充実・ミニ講座

等） 

(5)保護者教育・支援の充実 A 

・講演会・研修会・相談システムの充実 

・保護者参画システムの構築（お母さん先生制度・保育参観の見直し・スクールバス利用者のケアなど） 

・保護者ボランティアの実施・保護者サークル・地域サークルの支援 

(6)人材確保・育成 Ｂ 

・計画的な人事対策（評価制度・他園との情報交換など） 

・関係機関との連携構築（福岡女学院大学他各大学） 

・実習生受入れ体制と採用システムの構築 

(7)安全管理・環境整備 A 

・安全管理対策（自治的安全管理・学院と連携した危機管理体制整備の継続・定期的な訓練の継続） 
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・園舎老朽化対策（トイレの乾式化リフォーム・森のおうちデッキ修復・雨漏り対策） 

(8)他機関連携 A 

・地域小学校行事・幼少連絡会への参加（昨年度の倍に） 

・福岡女学院大学・大学院との連携 

（年長組協働畑作業・大学院生雇用・大学学生ボランティア・子育て支援研究連携など） 

 

【報告】多項目のおける達成、自然環境を中心とした、環境の研究実践により、教育内容の充実、質の向上につなげること

ができた。人材確保・育成については今後も大きな課題となる。保護者教育・支援へのアプローチにより開かれた幼

稚園として協力体制、連携体制が整ってきた。給食導入による食育の効果も見られ、次年度の年間実施を通してさ

らに食育カリキュラムの研究もすすめていく。 

 

２．園児募集・広報・地域子育て支援 

(1)安定的・効率的園児募集の実施 A 

(2)広報活動の効率化（学院広報との連携・地域リサーチシステムの構築） A 

(3)未就園児保育「どんぐりえん」３クラスの実施・未就園児親子保育の見直し A 

(4)新事業（２歳児保育）に向けての準備  Ｂ 

(5)中学高校との広報連携強化   B 

(6)ミュージックアカデミーへの協力   A 

 

【報告】未就園児保育からの入園者が安定し、長期的な広報による安定的な園児募集が行えた。他機関との積極的な連

携や協力体制が生かされてきた。引き続きの課題も本部と連携をとりながらとりくんでいく。 

 

３．財政基盤の確立 

(1)新就業規則の実施・働き方意識改革  A 

(2)入増対策（預かり保育・特別支援・地域子育て支援などによる補助金増）  B 

支出減対策（無駄な出費の見直し・業務の効率化） 

(3)長期将来計画作成準備（行政、社会動向による将来的規模の確立・経済基盤の長期的見通し等）Ｂ 

 

【報告】働き方改革に向けて教職員の意識向上など、一歩を踏み出した。財政面では教職員の意識が高く健全な状態に

安定してきた。中期計画とともに、長期的な展望を引き続き模索していきたい。 
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Ⅶ.福岡女学院事務局 

１．事務局総括 

2018 年度の事務局の事業計画は、2017 年度に策定した学院の中期計画に基づいて、学院と各学校が連携・協働し

て「園児、生徒、学生、保護者や地域社会から選ばれる学院づくり」の達成に取り組む中で、事務組織の強化、各学校の年

度計画等への積極的な参画と事務的支援に努めることを基本方針とした。 

特に、中期計画のうち、「経営の充実と強化に関する目標」、「その他業務運営の改善・改革に関する重要な目標」、「組

織力の活性化と業務運営の改善に関する目標」に関しては、事務局としての年度事業計画項目に設定して取り組んだ。 

今年度からは、学院、各学校がトライアルとして中期計画（年度計画）の自己点検評価を実施したので、その結果を例

年の事業報告事項と併せた形で報告する。 

 

２．事業報告 

（1）規程の整備・制定（理事会、常任理事会決定事項：施行年月日順） 

1) 理事会決定 

① 学校法人福岡女学院寄附行為細則（2018.3.23 施行） 

・学校法人福岡女学院寄附行為において評議員の定数を見直すことに伴い、専任教職員や保護者からの評議員

の選任数の見直し、クリスチャンコードの緩和など、幅広い人材から適任の評議員を選任するための改正 

② 学校法人福岡女学院寄附行為 （2018（平 30）年 8 月 15 日付け文部科学大臣認可） 

・評議員会の本来的な機能である学院運営への幅広い意見の反映と理事会の意思決定に対するチエック機能強

化や形骸化防止を図り、加えて、評議員定数のスリム化を目的に、専任教職員や保護者からの評議員の選任

数の数を見直すための改正 

③ 学校法人福岡女学院監事監査規程 

・学校法人福岡女学院の監事による監査の基準を明確にすることにより、教育・研究の向上と学院の健全な発展

及び社会的信頼の保持に努めることを目的に制定 

④ 学校法人福岡女学院寄附行為細則  2019.3.22 施行 

・理事会の構成員が高齢化することを避けるため福音主義キリスト教会の属する理事の定年を定めるための改正 

⑤ 福岡女学院規則 

・中高の課題である募集定員充足率 100%の実現のため、「広報部」を新たに設置し、運営委員会と直結した全

学的な組織づくりを行い、外部発信・募集広報活動と校内教育活動との連携強化を 図るための改正 

⑥ 就業規則 

・2019 年 4 月に施行される改正労働基準法において、10 日以上の年次有給休暇が付与される 教職員に対

して、年次有給休暇のうち年 5 日については、使用者が時季を指定し取得させることが義務付けられたための改

正 

⑦ フルタイム非専任教職員の就業に関する規程 
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・2019 年 4 月に施行される改正労働基準法において、10 日以上の年次有給休暇が付与されるフルタイム非専

任教職員に対して、年次有給休暇のうち年 5 日については、使用者が時季を指定し取得させることが義務付け

られたための改正 

⑧ パートタイム非専任教職員の就業に関する規程 

・2019 年 4 月に施行される改正労働基準法において、10 日以上の年次有給休暇が付与されるパートタイム非

専任教職員に対して、年次有給休暇のうち年 5 日については、使用者が時季を指定し取得させることが義務付

けられたための改正 

⑨ 福岡女学院大学大学院学則 

・2019 年度より教職専修免許課程（比較文化専攻:国語、臨床心理学専攻:社会、公民）の履修希望者が

いないこと、加えて臨床心理学専攻については、公認心理師及び臨床心理士の養成に特化するために両専攻

の教職専修免許課程を取り下げることに伴う改正 

⑩ 福岡女学院大学学則 

・2019 年度より基礎教育科目の導入、各学科専門科目、新教職課程、新保育士課程設置のための改正 

⑪福岡女学院高等学校学則 

・高等学校指導要領の改訂及びコース制の進行に伴い、科目名の変更及び単位数の変更を行うと伴に、2018

年度に卒業する学年の教育課程を削除するための改正 

 

2) 常任理事会決定 

① 福岡女学院看護大学における長時間労働者等への産業医による面接指導等に関する実施規程 

② 福岡女学院奨学基金規程 

③ 福岡女学院中学校・高等学校奨学金規程 

④ 福岡女学院中学校・高等学校奨学金運用細則 

⑤ パイプオルガン使用規程 

⑥ 評議員の日当及び交通費内規 

⑦ 学院活性化推進助成金取扱要領 

⑧ 福岡女学院中学校・高等学校スクールバス運行管理規程 

⑨ 長時間労働者等への産業医による面接指導等に関する実施規程 

⑩ 福岡女学院看護大学における長時間労働者等への産業医による面接指導等に関する実施規程 

⑪ 学校法人福岡女学院事務分掌規程 

⑫ 福岡女学院マイクロバス運行管理規程 

⑬ 福岡女学院公印取扱規程 

⑭フルタイム非専任教職員の就業に関する規程 

⑮ パートタイム非専任教職員の就業に関する規程 
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（2）事務組織再編、事務職員の採用等 

・施設整備、工事等の事務を所掌し、中期計画に基づく施設マスタープランの策定など、学院全体の施設管理、

施設業務体制の強化を目的に、本部事務部長職（施設マネジメント担当：1 級建築士有資格者）を採用し

た。 

・働き方改革を踏まえた職場環境の改善を図ること、また、事務合理化に向けた人事・給与システム、財務システ

ム等の情報基盤を推進するために、職場環境、学院情報基盤担当（本部情報メディア課長兼務）として、専門

的知識、経験を有する事務次長職 1 名を採用した。 

・2019 年度事務専任職員の新卒採用、既卒採用の募集計画を策定し、学院人事委員会の了承の基で、書

類選考、筆記試験、面接試験を実施し、2019 年４月１日付けで新卒者２名、既卒者 2 名の採用を内定し

た。 

（3）事務職員人材育成 

・2017 年度に引き続いて、2018 年度事務職員人材育成プログラムに基づいて、職員全体研修の実施，目的

別研修、職位別研修などの外部研修参加者を決定、参加させ、個々の職員の事務的能力アップの研鑽に努め

た。 

・事務局専任職員の長期研修に関する規程等を整備し、事務職員 1 名を 2018 年 4 月 1 日から 1 年間、日

本私学学校振興・共済事業団へ研修派遣した。 

（4）2018 年度施設整備工事 

・看護大学 3 号館（徳永徹記念多目的ホール）新築工事着工 

・大学 5 号館耐震補強等工事 

・幼稚園給食事業に伴う厨房改修工事 

・幼稚園年中組トイレ改修工事 

（5）2019 年度施設設備工事計画  

・看護大学 3 号館（徳永徹記念多目的ホール）工事完成（8 月） 

・大学本館耐震補強工事 

・向山寮リニューアル（新築）工事 

・学院敷地擁壁改修工事 

・中高視聴覚館トイレ改修工事 

・幼稚園年長組トイレ改修工事 

 

３．2018年度事務局事業計画の自己点検評価結果  

2017 年度に策定した学院の中期計画 4 項目の内、「経営の充実と強化に関する目標」、「その他業務運営の改善・

改革に関する重要な目標」,「組織力の活性化と業務運営の改善に関する目標」の 3 項目は、事務局の取り組むべき事

項として事業計画を設定した。事務局として、その事業計画の自己点検評価結果を以下に報告する。 
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【福岡女学院中期計画評価ランクは次のとおり】 

Ｓ 年度計画を大幅に上回って実施している。 （特に優れた実績） 

Ａ 年度計画を十分に実施している。      （達成度が概ね 9 割以上） 

Ｂ 年度計画を概ね実施している。        （達成度が 7 割以上 9 割未満） 

Ｃ 年度計画を十分に実施していない。      （達成度が 7 割未満） 

 

 Ⅰ．中期計画における重点項目「経営の充実と強化に関する目標」達成のための年度計画 

（1）自己収入の増加に関する目標 

1) 学生等定員の確保に関する計画 

①各学校が進める教育の質の向上への改善、入試広報を含めた広報活動の有効的活用やホームページ等による

学院の広報体制の構築、同窓会や後援会などの人脈を活用した通じた入学者勧誘活動の展開などを支援する。 

【A】学院のホームページにおいては、学院の概要、歴史、本学院が目指す人間像、学院聖句などを広く周知し、地

域に根ざす学院をアピールしている。さらには、同窓会、後援会の各種会合、支部会等などに役員が出席し、新

規入学者増への支援などをお願いした。 

②学生等定員の確保に関する具体的な数値目標を次のとおり設定する。 

1）大学・短大の入学者数  800 人      2）看護大学の入学者数 110 人 

3）中高の収容員数      1,000 人      4）幼稚園の収容員数   200 人 

【B】中高の収容員数に関しては目標達成に数年を要する。その他の学校、園は目標をクリアしている。 

 

（2）外部資金、寄付金の確保に関する目標 

1）外部資金の確保に関する計画 

①国、県等の公的機関からの補助金公募、民間機関等からの委託事業あるいは受託事業等に積極的に応募でき

る体制、環境づくりを行い、各種外部資金の獲得に向けた方策を検討する。 

具体的には、大学・短大における学長室、学事課の事務体制を改編し、事務的支援を強化するとともに、学事シ

ステム更新、IR 分析システム導入などで IT 化を推進することで、科学研究費、特別補助金等の確保を目指す。 

【C】大学・短大部の学長室は設置したが、学事課の事務体制の改編までは至らず、また、学事ステムの更新、

ＩＲ分析システムの導入は行ったが、補助金獲得体制の構築、科研費等の確保を目指す事務体制は進捗

中である。 

②科学研究費等の公的研究費への応募の促進、教員の研究マインドの向上や学院全体の研究活動を活性化さ

せるための研修会や講演会等の開催など、外部資金確保に全学的に取り組む。 
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【C】各学校は、科研費等の申請率、採択率のアップを目指しているが、学院全体としての研究活動を活性化 

させるための方策を検討中である。 

③将来の公的研究費獲得に向けて、科研費等の公募支援など研究プロジェクトのマネジメントを支援する 

ＲＡ（リサーチ・アドミニストレータ）の配置などの研究支援体制の整備を検討する。 

【C】研究プロジェクトのマネジメントを支援するＲＡ（リサーチ・アドミニストレータ）の配置などの研究 支援体

制の整備は進捗中である。 

 

2）寄付金の確保に関する計画  

①新入生や在校生の経済的支援を目的とする「ぶどうの木基金」等、学院独自の奨学金の原資となる寄付 

金の確保に努める。 

【A】同窓生、保護者、事務職員互助会の支援を得て、今年度もコンスタントに寄付を確保できた。 

②寄付金を募るにあたり、卒業生、同窓会、後援会等に幅広くお願いするなど、募金活動の組織的活動を 

推進する。 

【A】同窓生への文書による寄付のお願い、同窓会支部総会での役員による向山寮リニューアル整備事業への

支援依頼の結果、多くの同窓生から寄付を受けた。 

③具体的な数値目標として、寄付金収入の事業活動収入に占める割合を、2017 年度実績の 2％から 3％ 

に伸ばすことを目指す。 

【C】寄附手続きの簡略化、クレジットカードによる寄付システムの導入、教職員への要請、ホームページや広報誌

等による支援のお願いを展開したが、全年度寄附額を下回り、目標を達成できなかった。 

 

（3）経費の抑制等に関する目標 

1) 経費の抑制の方策に関する計画 

①教職員の新規採用や新たな建築等に当たっては、固定費増に繋がることを踏まえ、収支シミュレーション 

を厳格に行い、十分検証の上で投資する。 

      【A】学院人事委員会及び事務局人事委員会での検討、建物や設備整備等については、常任理事会等での収支

の確認、審議を経て投資を決定した。 

②通常業務に必要な管理費など変動費については、予算、補正予算編成の理念を厳格に適用し、予算統制

下での執行を原則とする予算執行システムを構築する。 

【A】年度予算、補正予算編成時の各学校ヒアリングにおいて、経費削減のためのシーリング要請を行い、経費

削減への全学的予算統制への理解を得ている。 
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③業務改善の本格的取り組みによる残業時間の圧縮など、働き方改革を推し進め、超過勤務手当の削減を

図る。また、人事評価制度導入による給与体系の見直しを検討し、人件費の削減を目指す。 

【C】事務効率化に取り組み超過勤務手当の削減を目指したが、新ステムの導入準備等、新規業務が増えたた

め、昨年度より勤務時間増、超過勤務手当増となった。 

④毎年度決算を受けて、学院のセグメント情報として、各学校別の部門決算書を作成し、独立採算的な観点

から学院内に経営状況を周知することで、全体の事業計画を押し進める仕組みを構築する。 

【A】各学校別決算書を作成し、各学校に提示することで、学院全体の経営状況を周知した。 

⑤具体的な数値目標として、事業活動収入に対する事業活動支出の項目別の割合を、人件費 5 割、教育

研究経費及び管理経費等 3 割、減価償却費 1 割、備蓄費 1 割を目指す。 

【B】教育研究経費及び管理経費、減価償却費は目標値に近づいたが、人件費増により、備蓄費 1割の

達成はできなかった。 

 

（4）資産の運用管理の改善に関する目標 

1）資産の運用管理に関する計画 

①法令、基準等に則って、資金運用委員会の承認の基、元本保証（維持）を最重視した資金運用を行い、運用

益の増を図る。 

【A】基準を遵守した資金運用計画を策定し、社債等購入の資金運用を行った。 

②具体的には、2018 年度実績で事業収入の 2％が運用益となっているが、元本保全を最大のリスク管理として、

より比率を高め、有益な投資財源を確保し収入の多角化を図る。 

 【A】社債等の購入、預金運用で運用益 123百万円を得て、運用益は事業収入の 2.5%となった。 

 

Ⅱ．中期計画における重点項目「その他業務運営の改善・改革に関する重要な目標」達成のための年度計画 

（1）施設設備の整備・活用等に関する目標 

1）キャンパスマスタープランに関する計画 

①園児、生徒、学生の就学上の利便性や最適な教育環境を最優先する方針で、学内施設のあり方を集約した「キ

ャンパスマスタープラン」を策定する。 

【B】事務局にワーキンググループを設置し、大学が進める「VISION 150/2035」との整合性を大学執行部と

確認しつつ日佐校地のキャンパスマスタープラン策定準備を進めた。 

②キャンパスマスタープランを策定するにあたっては、投資財源の確保等の財務判断、教育機能確保のための施設優

先度等の各種要素を十分に検証し、整備事業の優先順位を付するものとする。 
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【B】キャンパマスタープラン策定と並行して施設建設の優先度を決定し看護大学３号館（徳永徹記念多目的

ホール）、大学５号館耐震補強・防水等工事を優先することを決定した。 

 

2）施設マネジメントに関する計画 

①学院及び各学校は、学内の施設の有効活用を図るため、所管の各施設、教室等の利用状況を確認し、共同利

用の可能性、遊休施設の有無、改修の必要性等、施設マネジメントを進め、施設の学内配分計画を見直す。 

【A】幼稚園厨房工事、シオン館トイレ改修工事、大学 3号館４F空調機改修など、施設マネジメントの観点か

らその必要性、優先度を常任理事会で検討し、工事、各所修繕等を行った。 

 

（2）自己点検・評価の充実に関する目標 

1）自己点検・評価の充実に関する計画 

①年度計画（事業計画）の自己点検・評価を行い、その結果を理事会等に適正に報告の上で、評価結果、理

事会の意見等を学院の運営に反映させる。 

【A】各学校が行った年度計画の自己点検・評価を 3月開催の評議員会の聴聞を経て理事会で審議し、学校

運営に反映させた。 

②2017 年度に新たに設置した理事長直轄の監査室による業務監査を実施し、学院及び各学校の中期計画の実

施状況等を監査し、改善指示等を行う。 

【A】新たに理事長直轄の監査室を設置し、教学面を含めた監事による業務監査の充実を図り、監査計画書に

基づいて各学校の業務監査を実施した。 

 

（3）情報公開や情報発信等の推進に関する目標 

1）情報公開や情報発信の機能強化に関する計画 

①教育情報、社会貢献活動や学院運営に係る各種情報など、地域や社会に幅広く情報を提供する。 

【A】学院ホームページ、フェイスブックでの学院の活動情報発信に加えて、福岡市の主要駅である西鉄天神

駅、JR 博多駅の電照広告（デジタルサイネージ）の使用をスタートして福岡女学院のアピール度を高め

た。 

②ホームページ、フェイスブック等のウエブサイトやツールを有効活用し、学生、生徒、保護者等、地域や社会の多くの

階層に幅広く学院の活動状況を情報発信し、学院のイメージをアップすることで、将来の入学者確保、寄付金の

確保等に繋げる。 

【A】常任理事会において、平成 30年 7月豪雨により被災された志願者に対する支援（特別措置）を決定

し、大学等の入試、入学時に関わる経済的支援を講じ、この特例措置をホームページ、あるいは県内対象

地域の高校へ告知した。 
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（4）安全管理に関する目標 

1）安全管理への取り組みに関する計画 

①園児、生徒、学生の修学活動、課外活動や修学旅行、海外留学時のリスク管理、防火・防災上の安全の確保

など、学院内外における、教職員や学生等の危機管理体制を幅広く検討し、その防止対策を構ずる。 

【A】以下のとおりリスク管理、防火・防災、事件対策等を講じた。 

・自動車の構内入出時の交通規制を目的に、正門に標識及び減速帯（反射鋲）を設置し、学内の 交通

安全対策を講じた。 

・災害時、救急時に備えた非常時対応ポケットマニュアルを作成し、教職員、学生生徒に配布した。 

・不審者の学内侵入を想定して、不審者侵入対応訓練、さすまた実技訓練を実施した。 

・「長時間労働者等への面接指導等に関する実施規程」を策定し、教職員の労働安全衛生環境を整備する

体制を整えた。 

②教職員の労働災害やメンタルヘルスを含む健康障害を防止するため、学内の労働安全衛生体制を構築するとと

もに、健康診断の全員受診、安全衛生管理への理解と意識向上に向けた研修会への参加を促す。 

【A】長時間労働者への産業医による面接指導等に関する規程整備を行った。また、敷地内、敷地周辺の禁煙

を徹底するとともに、外部講師を招いて、禁煙対策講演会を実施した。 

 

2）ＢＣＰ (Business Continuity Plan：事業継続計画) に関する計画 

➀施設マスタープラン、施設・設備マネジメントの充実、各種緊急体制マニュアルの整備などを総括し、安定した事業

継続を目的とする BCP の策定を行う。 

【A】BCP 策定の準備を進め、その一環として、非常時対応ポケットマニュアルの作成、AED（自動体外除細

動器）3台の守衛室への設置など、緊急対応策を実施した。 

 

（5）法令遵守に関する目標 

1）コンプライアンスの確立に関する計画 

①教職員の教育研究活動、業務活動が法令遵守の基で適正に行われるよう、研修会、講演会の開催等、教職

員のコンプライアンスに対する意識向上に取り組み、倫理観を持って、各業務に邁進する体制づくりに取り組む。 

【B】全教職員を対象とするパワーハラスメント対策研修会、教職員及び大学院生を対象に責任ある研究活動

の現状と課題をテーマとする研究倫理研修会を開催した。 

②教職員による学内の様々な活動が、法令遵守の基で適正に執行される体制を確保するため、2017 年度に新た

に設置した理事長直轄の監査室による業務監査を実施するとともに、監事機能、内部監査機能の強化、整備を

図る。 
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【A】新たに理事長直轄の監査室を設置し、教学面を含めた監事による業務監査の充実を図り、監査計画書に

基づいて各学校の業務監査を実施した。 

 

Ⅲ．中期計画における重点項目「組織力の活性化と業務運営の改善に関する目標」達成のための年度計画 

（1）事務等の効率化と業務運営の改善に関する目標 

1）事務等の効率化に関する計画 

①常に現状の検証を行いつつ事務等の効率化を図り、学院の運営、経営の充実と強化に努める。 

【B】事務部門として、事務効率化を目指して、事務局研修専門部会を設置し、役職者研修、職位別研修など

のスキルアップ研修を実施した。 

②学院全体の事務的処理が、より効率的に執行できるよう、事務組織の見直し、組織新設、改編等を行う。 

【A】学院の施設業務、情報処理業務をより効率的に処理を執行するために、施設担当事務部長、情報処理

担当事務次長を配置した。 

③国際化、キャリア開発、国際交流など時代や社会のニーズに応えるための新たな業務に柔軟かつ迅速に対応する

ための事務組織、職員配置、予算措置を行うなど、事務部門をより効率的に機能させる。 

このため、3 年後を見据えた人員配置や女性管理職の積極的な登用を行う。 

【A】女性活躍推進法に基づき、2018年 4月から女性管理職を登用（次長級）すると共に、学院の国際

化、国際交流に備えて、ＴＯＥＩＣ高得点の人材の契約職員化、海外留学経験があって、語学能力に

優れた人材の 2019年 4月からの新規採用を決定した。 

④人事管理、予算管理を総括し、各学校が抱える事務効率化の課題等を解消するための方策を講じ、各学校の

事務処理の迅速性、正確性を高める。 

【A】事務効率化の促進策として、学事システムの更新準備を進め、2019年 4月からのリスタートを可能とし

た。 

⑤事務部門の業務内容を詳細に検証、分析し、業務の効率化・合理化を図り、事務部門の負担軽減に向けて、

更なる事務処理の IT 化を推進する。 

【A】事務部に人事・給与及び財務会計システムの導入検討タスクフォースチームを立ち上げ、人事・給与システ

ム、財務会計システムの更新の検討を進めた。2020 年度以降のスタートを目指す。 

 

⑥各学校の事務部は、所管事務等の現状を常に検証し、事務の効率化に向けた改善策を法人本部と協議の上

で、連携、協働して課題解消に努める。 

【B】各学校の事務部の効率化やそのための人事配置等に関して、事務部長会議、課長会議、事務局人 事

委員会等で協議し、課題解消に向けて取り組んだ。 
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2）業務運営の改善に関する計画 

①学院の重要事項を決定するにあたっては、法令等に基づき理事会、評議会の決定、意見等を尊重しつつ、事務

等の効率化・合理化を図り迅速に対応できる体制を構築する。 

【A】評議会員会の学院運営への幅広い意見の反映と理事会の意思決定へのチエック機能を高めるため、寄付

行為を改正するとともに、評議員会、理事会資料の事前配布など、事務効率化等に努めた。 

②事務職員のスキルアップを目的に学内研修、学外研修に参加させ、事務職員個々の能力開発を行う。 

【A】今年度も、事務部で策定した人材育成プログラムに基づき、全体研修（101名中 93名出席）、役職

者研修、課員全体研修を実施し、事務的能力の開発に努めた。私学事業団に研修生（事務職）を 1年

間派遣した。 

③事務部職員は、各学校が導入、あるいは取り組むべき各種事業等(認証評価、ＳＤの義務化等)に積極的に参

画することで、各部署が処理している事務的業務を理解し、より合理的に処理出来る事務組織の構築を目指す。 

【B】法人本部事務部として、大学・短期大学部及び看護大学が行う認証評価業務等へ参画は、一部課題を

残したが、ＳＤ義務化については、人材育成プログラムによる各種研修の実施など、積極的に推進した。 

 

Ⅳ．中期計画の第１ステージ（2016～2018）の総括と第 2 ステージの策定準備 

以上の事業年度計画に加えて、2017 年度策定の学院の中期計画では、PDCA サイクルを機能させるために、

中期計画期間を上期：2016～2018 年度（3 年間）、下期：2019～2021 年度（3 年間）の２ステージ

制としている。上期の最終年度となる今年度中に進捗状況等を確認し、3 年間を総括することで、当初目標達成

に向けた下期 3 年間の中期計画及び年度計画の見直し、方向性を決定する。 

【A】本件に関しては、2018 年 10月、2019年 1 月 16日開催の常任理事会での審議、承認、2018 年

11月 30 日開催の評議員会の聴聞を受けた臨時理事会での審議、承認を経て、第 1 ステージの総括と

第 2 ステージへの策定準備を鋭意進めている。併せて、中期計画の PDCA サイクルを機能させるため

2019 年度からの実施を目標に、中期計画に対する自己点検・評価及び外部評価システムの検討を進め

ている。 
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Ⅷ．２０１８年度決算報告 

１. 決算の概要 

 2018 年度決算は、資金収支においては、翌年度繰越支払資金は 35 億 5 千万円となり、2017 年度末に比して 2 億 7

千万円の支払資金残高の増加となった。この主な要因は大学の学生数の増加によるものである。 

事業活動収支では事業活動収入が 49 億 6 千万円となり、予算に比して 3 千万円の増収となった。それに対して事業活

動支出の合計は 48 億 7 千万円となり、8 千 8 百万円の基本金組入前当年度収入超過となった。当年度の基本金組入

額、前年度繰越収支差額を加えた結果、翌年度繰越収支差額は 6 億 2 百万円の支出超過となった。 

 事業活動別にみると、教育活動収支では収入面で大学の学生数の増加したこと、支出面では予算外の退職金支出、

経費関係支出の節約等で収支差 5 千 5 百万円の支出超過となった。教育活動外収支では、資産運用による受取利

息・配当金と借入金利息を支出した収支差として 1 億 2 千万円の収入超過となった。教育活動及び教育活動外収支を

合算した経常収支差額は、6 千 6 百万円の収入超過となった。また、特別収支では施設設備関係の寄付金、補助金収

入、資産処分差額（施設・設備）の収支差が 2 千 2 百万円の収入超過となった。 

 貸借対照表においては、総資産は 203 億円となり前年度に比して 2 億 3 千 3 百万円の増加となった。主に看護大学 3

号館（体育館）新築工事等に伴う第 2 号基本金引当特定資産の増加及び現金預金の増加によるものである。負債

は、25 億 8 千万円となり 1 億 4 千 4 百万円の増加となった。なお、外部負債である借入金は計画通り返済している。基

本金は 184 億円となり 4 億 3 千 2 百万円の増加となった。これは、主に第 2 号基本金へ増加及び大学 5 号館耐震工事

等によるものである。 

計算書の種類 計算書の概要 

資金収支計算書 

当該会計年度（4月1日～翌年3月31日）に行った諸活動に対応するすべての資金の動きを記録することによって、当該年度の収入と支出の

内容を明らかにし、支払資金（現金及び預貯金）のてん末を表す。 

学生生徒等納付金収入  授業料収入、入学金収入、施設設備資金収入 等 

手数料収入 入学検定料収入、証明手数料収入 等 

教育研究経費支出 教育研究のために支出する経費 

管理経費支出 学校法人業務（総務・人事・経理等）に関するものや、教職員の福利厚生、学生募集のための経費 

資金収入調整勘定 
前期末前受金（当該年度の活動に対応する収入が前年度以前の資金の受入となったもの）、期末未収入

金（当該年度の活動に対応する収入が翌年度以降に資金の受入となるもの） 

資金支出調整勘定 
前期末前払金（当該年度の活動に対応する支出で前年度以前の支払いとなったもの）、期末未払金（当

該年度の活動に対応する支出で翌年度以降の支払いとなるもの） 

活 動 区 分 

資金収支計算書 
資金収支計算書の科目を３つの活動区分（教育活動・施設整備等活動・その他の活動）に分けて、活動毎の資金の流れを示す。 

事業活動収支 

計  算  書 

(旧：消費収支 

計算書） 

法人の負債（借入金）にならない収入と、資産・借入金返済・積立金などの資本的支出に充てる額を除いた支出を計上する。学校法人の経

営状態を明らかにする。 

教育活動収支 経常的な収支のうち、教育活動外収支以外のもの 

教育活動外収支 経常的な収支のうち、財務活動(資金調達・資金運用)及び収益事業に係る活動によるもの 

経常収支差額 経常的な事業活動の収支 

特別収支 特殊な要因によって一時的に発生した臨時的なもの 

事業活動収入 学校法人の純資産の増加をもたらす収入 

基本金組入前当年度収支差額 基本金組入れ前の事業活動収支の収支差。 

基本金組入額 当該年度に基本金として組入れた額 

貸借対照表 

年度末における資産・負債・純資産を示し、学校法人の財政状態を明らかにする。 

基本金 
学校法人の教育研究活動に必要な資産のうち、継続的・計画的に維持していくべき資産の額を事業活動収

入から組入れた金額 

第1号基本金 校地、校舎、機器備品、図書など固定資産の取得価格 

第2号基本金 将来固定資産を取得する目的で積み立てた預金などの価格 

第3号基本金 奨学基金、研究基金など資産の額 

第4号基本金 運営に必要な運転資金の額（文部科学大臣の定める額） 
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２. 財務諸表 

（１）資金収支計算書 
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（２）事業活動収支計算書 
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（３）貸借対照表 
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３.  事業活動収支計算書類関係比率 

 

 

 

４. 貸借対照表関係比率 

 

 

 

 

 

 



2018 年度 事業報告書 

45 

５. 人件費比率推移表 

人 件 費 比 率 推 移 表 

     年度 

項目 
2014 2015 2016 2017 2018 

人件費 

事業活動収入 

65.3% 

(57.1％) 

63.6% 

(59.1％) 

61.0% 

(59.1％) 

    59.6% 

(58.6％) 

    63.7% 

※ 

事業活動収入 4,627,631 千円 4,773,264 千円 4,896,428 千円 4,954,338 千円 4,961,484 千円 

人件費 3,019,981 千円 3,037,510 千円 2,989,020 千円 2,952,063 千円 3,158,835 千円 

専任教職員(Ａ) 253 人 251 人 245 人 252 人 260 人 

契約講師・ 

契約職員(Ｂ) 33 人 39 人 44 人 49 人 49 人 

非常勤講師・ 

非常勤職員(Ｃ) 311 人 310 人 325 人 289 人 278 人 

Ａ+Ｂ+Ｃ 計 597 人 600 人 614 人 590 人 587 人 

 

(注)   

① ( )内は本学院とほぼ同規模の 24 女子大学法人の平均値（2014～2017）。 

※但し、2018 年度は未発表のため記載していない。 

② Ａ～Ｃの人数は各年度 5 月 1 日現在 

③ 2018 年度人材派遣会社より派遣職員・業務委託職員を本部事務、大学事務、大学保健室、学科事務室、看護

大学事務、中高事務等に配置している。 

その合計額が 176,896 千円。この分は支払手数料に含まれており、上記人件費に加算すると 3,335,731 千円と

なる。この時の人件費比率は 67.2%(前年度 63.1％)となる。 

④  2014 年度の事業活動収入は、帰属収入を表す。 
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６. 監査報告書 

 

 


